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軽量・高速・大容量ポンプ施設

に関する研究

都市化の進展により，不浸透血が飛躍的に増加し，

雨水流出係数が高くなってきたことや，短時間かつ

局所的に想定を遥かに超える降雨が発生しているこ

とから，下水道への流入両水量が多くなってきてい

る。早くから雨水排水計画を策定し，雨水整備を進

めてきた都市では，当初計画の雨水整備目標レベル

では治水安全を図ることが困難な状況になってき

た。

これにより，雨水整備目標を再検討する必要が生

じてきた。再検討にあたっては，整備効果を早急に

発揮でき，かつ経済的・効率的な雨水排水計画に見

直すことが重要である。雨水排水対策の手法として

は雨水管きょの増強や貯留・浸透施設の設置等があ

るが，管きょ内に流入した雨水を速やかに排除でき

るように排水ポンプ施設能力を向上させることも重

要な手法の　一つである。今までは現有排水能力を向

上すると既設ポンプに比べポンプが大きくなり，既

設躯体への「荷重」や「設置スペース」等で問題が

生じていた。そこで使用条件等により設計コンセプ

トを見直し，軽量（K）・高速（K）・大容量（D）

化を実現したポンプ（以降，KKDポンプという。）

の適用を検討することとした。KKDポンプを適用

すれば，既存の雨水排水ポンプ施設の既設躯体等を

大幅に増改築することなく，これまで以上の排水

能力を持たせることが可能となる。本研究は，この
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KKDポンプを実際に導入するための手順や水理的

問題の対策について検討を行い，設計資料としてま

とめ，KKDポンプ施設計画・設計の標準化，効率

化を図ることを目的とする。

本研究は，（郷下水道新技術推進機構，

（槻粟村製作所，石川島播磨重工業（株」（杓石垣，

㈱荏原製作所，㈱クボタ，（槻電業社機械製作所，

㈱酉島製作所，㈱日立製作所，三菱塵工業（柵
の共同研究として行われた。

3．1　概説
3．1．1　KKDポンプ

KKDポンプとは，既設のポンプ場で排水量を増

量（大容呈化：D）するために，従来型ポンプに軽

量化（K）や高速化（K）を施したポンプのことで

ある。既設の改修の場合は荷重や設置スペース等に

制限が多い。それらの条件を満足し，排水葺を増

呈させるために自由にメニュー（高流速化や高Ns

化）を組み合わせることができるのが特徴である。KK

Dポンプのグレードは選択するKKDメニューに関

わらず，増量後必要とする単機吐出し量が「従来の

ポンプの選定範囲をどれだけ超えているか」で区分

するものとし，グレードは「ノーマル」と「スーパ
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※j二図のように既設ポンプと同口径で1ランクおよび2ランク上のポンプと同等の吐き出し量が得られる。

ただし，これは選定の・例である

図－1　KKDポンプのグレード選定概念

表－1　KKDポンプメニューの効果

効　 果　 の　 影　 響　 度

メニュー 揚水管高流速化 高N s ※化 鋼板化

軽射 ヒ　 床　 荷　 重　 竺一　軽　 減

吊　 り　荷　 重　 の　 軽　 減

大 示 小

「い 中 中

開　 「1 部　 寸　 法　 に　 対　 し　 て 効果石 効果有 効果無

※Ns：比速度＼JJ」根車の形状を表す特性係数のこと。J回転数・吐出し呈・仝揚程の関数

ー」の二種類とした。

次頁に，グレード選定概念およびKKDの要素技

術（以後「メニュー」）の効果を示す。

3．1．2　適用

KKDポンプは既設ポンプより排水量の増量を図

る必要があり，既存構造物の床荷重などの制約があ

る場合に適用を検討する。

型式　：立軸斜流ポンプ

流量範囲：1．17m：ソS、10m‥ソS

仝揚程　：5m、20m

適用範囲は従来形ポンプで実績の多い範囲とし

た。なお，吐日日ノ量が1．17m3／S以下の場合は，個

別検討して効果があれば採用しても良い。

図－2　従来形－KKDポンプ比較図

3．1．3　KKDポンプの種類

表－2に示すようにKKDポンプは既設ポンプの

能力と増量後に必要とされるポンプ能力から「ノー

マル」と「スーパー」に分かれる。「ノーマル」は

揚水管口径を既設と同一一一一口径とすると吐出し流速が

～4m／S程度になり，「スーパー」は、5m／S程

度になる。

表－2　KKDポンプの種類

K K n ポンプ吐出 し呈 （m リS ）揚 水管 日経 既 設 ポ ン プl吐出 し昂

（nu ll ） （血 リS ）

7 0 0 （1．8 3 超　 1 ．1 7 以 卜

8 0 0 1．17 超　 1 ．5 1リ、1、′

9 0 0 1．5 0 超　 1 ．9 2 以 下

1 0 0 （） 1．9 2 超　 2 ．5 1リ、卜

1 2 0 O 2 ．5 0 超　 3 ，3 3 以 下

L 3 5 0 3 ，3 3 起　 4 ．2 5 以 卜

1 5 0 0 4 ．2 5 超　 5 ．4 2 以 下

L 6 5 0 5 ．4 2 起　 6 ．6 7 以 卜

1 8 0 0 6 ，6 7 超　 8 ，0 0 以 下

ノ ー マ ル

1．1 7 ＼ 1，5 0

1．5 0 ＼ 1．9 2

1．9 2 へ 2 ．5

2 ．5 0 －、 3 ．3 3

3 ．3 3 ＼ 4 ．2 5

4 ．2 5 、 5 ．4 2

5 ．4 2 ＼ 6 ．6 7

6 ．6 7 －＼ 8 ．0 0

8 ．0 0 ＼ 1 0 ．0 0

ス ー パ ー

L 5 0 －、 1．9 2

1．9 2 ′、 2 ．5

2 ．5 0 へ－3 ．3 3

3 ．3 3 －、 4 ．2 5

4 ．2 5 ＼－5 ．4 2

5 ．4 2 、 6 ．6 7

6 ．6 7 へー8 ．0 0

8 ．0 0 、 1 0 ．0 0

3．2　設計
基本的には従来形ポンプの設計と同じである。異

なる点および特に注意を有する点について述べる

3．2．1　対象台数

増量するポンプの対象台数は，増量計画水量を
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基準として，全台均等に増呈することを原則とする。

ただし，増量の緊急性が高い場合や微増量の場合は，

対象台数を限定してもよい。

3．2．2　防振対策

KKDポンプは軽量化のために揚水管内高流速化

や鋼板化を行う場合がある。そのため，従来形ポン

プに比べ剛性が低くなり，振動が発生しやすくなる。

振動を小さくするために揚水管やボウル部を既設土

木構造物に固定する必要が生じる場合がある。，土

木構造物からサポートをとる場合は，個別に構造物

の強度検討を行う必要がある。

3．2．3　K K Dポンプメニューの選択

KKDポンプメニューの選択については，床荷重

の軽減に大きな効果がある揚水管高流速化に他の項

目（高Ns化，鋼板化）を組み合わせることを基本

とする。

①　揚水管高流速化：増量に対して揚水管U径を大

きくせずに管内流速を上げることにより，揚水管

重量増加を抑える。

②　高Ns化：ポンプ回転速度を上げることで揚水

量を向上することによりボウル径を抑える

③　鋼板化：通常，鋳物製である「揚水管」「エル

ポ」を鋼板化することにより重量増加を抑える。

メニュー検討フローを図－3に示す。

図－3　KKDメニュー検討フロー
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3．2．4　既設構造物に対する検証

KKDポンプによる排水能力向上は，既設構造物

の改造をできるだけ行わないところにメリットがあ

る。そのためKKDポンプの選定は既設水槽形状や

強度に制約を受けることになるので既設構造物に対

する検証が必要となる。

①　計画水量増加に伴う水理計算

計画雨水葺の増量に伴う既存施設の能力につい

て，水理計算を実施して改造の有無を検討する。

その項目については以下のとおりである。

（1）流入郭の検討

（2）流入ゲート

（3）沈砂池容量計算

（4）吐「」，吐出し水槽

計画雨水量の増量については，概ね20、30％

増量である。したがって，流入部については流入幹

線への影響，流入ゲートについては水位上昇時間と

締切り時間への影響，沈砂池についても水位上昇に

よる影響や水面積負荷の増大などが想定される。ま

た，吐Llや吐出し水槽などの水位上昇による影響な

どが想定されることから，十分な検討を必要とする。

したがって，実施段階では詳細な計算を実施する

ことを原則とするが，計画段階では，過去のケース

スタディから類推して，20、30％程度の増量で

あれば，構造物の大幅な改造は伴わないことが多い

ため，水理計算を省略することもできる。吐出し水

槽などのサージング計算を行い，吐出し水槽の嵩上

げの要否を決定する。

②　荷重増加に伴う構造物の安全照査

KKDポンプの口径を定めるために，既存施設の

梁や床の断面性能を計算して「最大耐力（許容最大

床荷重）」を求める必要がある。最大耐力で選定し

たポンプ口径でも増量計画雨水量を満足できない場

合は，既存施設の補強も視野に入れることになるの

で補強による最大耐力も計算する。

また，耐震性能については阪神淡路大震災以降，

耐震構造指針が見直されているため現在の指針に対

してどのような状況にあるのかを検証する必要があ

る。

③　機器発熱量増加に伴う換気設備の検討

KKDポンプは電動機容量が上がり発熱量の増加

が想定される。そのため，既設換気設備の能力が改

造後の発熱量に対応できるかを確認する。また，換

気設備の能力増に伴い騒音の増大や，ダクトの吹き

出し風速の増加なども想定されるので，実施設計段

階で負荷計算をして対応する。

その他，電気容量や補機容量の検討も必要である。
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3．3　ポンプますの渦流

KKDポンプは既設のポンプますを使い増量する

ため，増量した分，ポンプます内の流速が速くなり，

渦流が発生しやすくなる。渦流が発生するとポンプ

は振動，騒音を発生し，排水不能となるため，渦流

は防正しなければならない。特にKKDポンプでは

軽量化を行っているため，ポンプの剛性は従来形ポ

ンプに比べて低くなる。そのため渦流対策には十分

配慮する必要がある。

本研究では既設ポンプ場をモデルに模型実験を行

い，渦流防止対策の検討を行った。

3．3．1模型実験による渦流防止対策の検討

lC＿じl　実験日的

既設ポンプ場の模型（1／15）を用いて渦対策の

基本的な考え方を確立するとともに，増量可能量に

ついても検証することを目的とする。諸元について

は日本機械学会基準「ポンプの吸水槽の模型実験」

（JSME SOO4－1984）に準拠して決定した。

（二彰　実験装置

（1）全体形状

図－4に装置全体形状を示す。
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図－4　実験装置全体図

（2）水槽形状

既設ポンプ場の水槽形状を基本に4種類の水槽形

状において実験を行った（表－3参照）。

表－3　水槽形状

水槽 名 形　 状　 特　 徴

A O
ポ ンプと後壁の距離が大 きいためバ ッフル を設

置 （既設ポ ンプ場形状）

A l A O に渦対策 （十 手スプリッタ等設置）

B O ［ポ ンプと後壁の距離が一般的 に推奨 され る1月去

B l B O に滴対策 （十字 スプリ ッタ等設置）

－116

l

lⅡ C つ

C つ

C つ

⊂つ

L－

1

寸 ．

図－5　水槽形状AO（既設ポンプ場形状）
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図－6　水槽形状BO（推奨後壁位置形状）

（3）ポンプ仕様

表－4にポンプ仕様を示す。

表－4　ポンプ仕様

仕　 様 既設 ポンプ場 模　 型

L l径 （m m ） 1，50 0 1 0 0

台　 数 6 1 ＊

＊1台のポンプに6本の吸い込み管を接続

③　実験条件

（1）水位設定

下記水位設定で行った。

HWL：既設ポンプ場のHWL（全台運転水位）

MWL：従来ポンプ（≠1，500）1台の適用上限
（325m3／min）時にマウンド上流速が

0．5m／Sになる水深。

LWL：既設ポンプ上のLWL（1台の適用下限）

（2）条件

「渦確認」「運転台数」「水位設定」を以下とする。

表－5　実験条件

渦 運転台数 水　 位

空気吸い込み

6 台運転

均等増量

H W L

M W L

1 台運転
M W L

L W L

水　　　　 中 3 台運転 H W L 以上
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④　流量

（1）目標増量

従来形ポンプで1ランク上ポンプの最大流量にす

るためには約30％の増量が必要である。また，必

要増加量のヒアリングでも20～30％の増量とい

う回答であり，それにより30％増量を目標とした。

（2）流量換算

空気吸い込み渦に関しては相似別を用いて口径毎

に下式を用いて流量を換算する。

ここに，Qp：換算流量

QM：モデル流量

Lfコ：換算口径

LM：モデル口径

（3）水位変動による流量変動

実際のポンプ「二では計画実揚程より実揚程が下が

る場合がある。（河川水面低下等）その場合，流葺

が計画より多くなってしまう。その分を見込む必要

があるため，ここでは15％程度を想定した。

⑤　実験方法

電磁流量計により流量を確認しながら，インバー

ターによるポンプ回転数制御，バルブ開度により

徐々に流量を変化させ渦発生および増量率を検証し

た。

（◎　実験結果

既設ポンプ場のポンプ口径（0500）に換算し

た僻で検証する。

（1）A型水槽（既設ポンプ場形状）

表－6　A型水槽での増量値

渦 台 数 水位 A O A l

空

気

6台運転
H W L 1 1 2 ％ （3 弓－：×） 16 0 ％

M W L 8 8 ％ （1，3 号機 ：×） 16 0 ％

1台運 転

M W L
1号機 ：8 0 ％以下 1号 機 ：16 0％

吸

込

6号機 ：96 ％ 6号 機 ：16 0 ％

L W L
1号機 ：－ （※1） 1号 機 ：16 0 ％

6号 機 ：80 ％以下 6号 機 ：16 0 ％

水
中
滴
3台運転 M W L 8 0 ％以下 160 ％

※1LWLl㌃機はMWLで　渦流発生のため実験せず。

※2表中の（3ぢ・：×）等は目標蔵人流量以下で渦発生した号機。、

※3　この表の増量佃ま過大側15％を見込んでいない値である。

写真－1空気吸込み渦（連続渦）発生状況

（2）B型水槽（後壁距離推奨値）

表－7　B型水槽での増量値

滴 台 数 水位 B O B l

空
6 台運転

H W L 1 12 ％ （波立入） 160 ％ （波立入）

M W L 12 0 ％ （波立入） 16 09で）（波立入）

気

1台運転

M W L
1号機 ：160 ％ 1号機 ：160 ％

吸 6号機 ：160 ％ 6号機 ：160 ％

込 1号機 ：160 ％ 1号機 ：160 ％

L W L 6 号機 ：80 ％以下 6 号機 ：16 0 ％

水
中
渦
3台運転 M W L

96 ％以下

（4 ，6 号機）

l
j160 ％

l

※1LWLlぢ機はMWLでもiL加太発′l二のため息験せず。

※2（披立大）は貯留槽内の流速が速くなり源の判‘′こが難」ノい状態、

※3この表の増射値は過大側15％を見込んでいない値である、

水位∴MWL

台数‘仝六運転×5号機

16U戦Q

渦：水面の減∵′ちが朝

丁に人きく，断嶺IL

，′ll，r凸が見られる

写真－2　空気吸込み渦（断続渦）発生状況

渦判定基準に則り，断続的な水中渦を許容すれば，

適切な渦流対策を実施することにより口径待500
では160％まで増量可能である。
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⑦　実験結果のまとめ

相似則により換算した各口径別増量値を表－8に

示す。（過大流量15％を見込んだ値）

表－8　口径別増量率

＼ ポンプ U 径 本実験での 本実験での

従来の適用上限流量 対応可能流量 増量可能率

モデル
≠1 0 0

1．3 4 m ：リm in
1．3 4m りm in －

実　 機

≠7 0 0

1．1 7m りS
1．6 1rlや／S 1 9 ％

≠8 0 0

1．5 0nゼ／S
2．1 7m ／S 2 5％

≠9 0 0

1．9 2nゼ／S
2．8 1m 3／S 2 7 ％

≠1，0 0 0

2 ．5 0 m りS
3 ．5 4m 〕／S 2 3 ％

≠1，2 0 0

3 ．3 3 nゼ／S
5．2 9m 3／S 3 8 ％

声 ，3 5 0

4 ．2 5Iが ／S
6 ．8 5 nf ／S 4 0 ％

仕 5 0 0

5，4 2 m しリS
8 ．6 4 m り S 3 8 ％

≠1，6 5 0

6．6 7m 3／S
1 0 ．7m 3／S 3 9 ％

≠1，8 0 0

8 ．0 0m り S
1 2．9m り S 4 0 ％

この結果より，本実験と同類型の水槽で適切な渦

流対策を行えば，概ね表－9に示す増量が可能と考

える。

表－9　口径別増量可能率（まとめ）

既設ポ ンプ日径 増量可能率

≠7 0 0 、 ≠1，0 0 0 約 2 0 ％

≠1，2 0 0 、 ≠1，8 0 0 約 3 0 ％

3．3．2　ポンプます検討フロー

実験結果から適切な渦流対策を施せば増量可能で

あることが判ったが，実際のポンプ場では様々なポ

ンプます形状がある。そのため，図－7に示すフロ

ーにしたがって検討し渦対策を行う。

図－7　ポンプます検討フロー

本研究は深刻化する都市型水害対策に対し，早急

に対応できる排水能力向上方法として取り組んだも

のである。今後の下水道整備レベル向上に寄与でき

るものと考える。

ポンプますでの渦対策については今後，実績の積

み重ねにより実験を行わずに渦流発生防止対策を行

える範囲を広げていく必要がある。
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